














































序 章 本研究の目的と方法 
  第 1節 問題の所在 
第 2節 先行研究の検討と本研究の意義及び目的 
 第 3節 研究の方法 
 
第 1章 教員評価における目標管理に関する定量的調査に基づく検討 
  第 1節 教員評価における目標管理に対する教員の意識に関する学校種間の比較検討 
 第 2節 教員評価における目標管理に対する校長の意識に関する学校種間の比較検討 
第 3節 小括 
 
 第 2章 小学校における目標管理に関する定性的調査に基づく検討 
  第 1節 教員集団と学校経営の特徴及び目標管理に関する基本姿勢 
第 2節 目標管理の意義及び運用方法とソーシャル・サポートの実相 
第 3節 小括 
 
 第 3章 中学校における目標管理に関する定性的調査に基づく検討 
  第 1節 教員集団と学校経営の特徴及び目標管理に関する基本姿勢 
第 2節 目標管理の意義及び運用方法とソーシャル・サポートの実相 
第 3節 小括 
 
第 4章 高等学校における目標管理に関する定性的調査に基づく検討 
  第 1節 教員集団と学校経営の特徴及び目標管理に関する基本姿勢 
第 2節 目標管理の意義及び運用方法とソーシャル・サポートの実相 
第 3節 小括 
 
第 5章 目標管理に関する定性的調査の結果に基づく学校種間の比較検討 
 第 1節 教員集団と学校経営の特徴 
第 2節 目標管理の意義及び運用方法とソーシャル・サポートの実相 
第 3節 小括 
 
終 章 総合的考察と今後の研究課題 
  第 1節 得られた知見 
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  第 2節 総合的考察―ソーシャル・サポートの視点に基づく目標管理の効果的運用に関する学校経
営方策― 
































































































初面談が実施され，教員は自己目標の決定と勤務評価基準の確認を行う。8 月から 9 月にかけて，達成
状況の自己申告を行い，管理職との間で中間面談が実施される。年度末にかけて，1月～2月に自己評価




















校数・協力校数・協力率・調査票発送数は，小学校：403 校・50校・12.4%・724 名，中学校：162 校・
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28 校・17.3%・666 名，高等学校：69校・16校・23.2%・641 名，全体：634 校・94校・14.8%・2,031 名
であった。有効回収数・有効回収率は，全体：有効回収数 673・有効回収率 29.2%，小学校：同 300・同
41.4%，中学校：同 218・同 32.7%，高等学校：同 152・同 23.7%，不明 3であった。 
（校長調査） 
2015 年 1月下旬に，X県の全ての公立小学校・中学校・高等学校（計 626 校）の校長に調査協力依頼
書及び調査票を発送した。回答及び返送については，2 月初旬頃を締め切りとして，無記名回答及び投
函を依頼した。協力依頼校数は，小学校：399 校，中学校：159 校，高等学校：68校であった。有効回収
数・有効回収率は，全体：有効回収数 316・有効回収率・50.4％，小学校：同 182・同 45.6％，中学校：
同 92・同 57.9％，高等学校：同 30・同 44.1％，学校種不明：11であった。 
 






幹教諭（当時），教諭 4名，講師 2名，養護教諭 1名の計 10 名であった。教諭については，年齢・性別・
分掌等の多様性と目標管理に対する考え方の多様性を考慮して選定してもらうよう校長に依頼した。調
査協力者に対して，調査目的及びプライバシー保護等の倫理的配慮について説明し，承諾を得た（なお，
全調査対象者より音声録音の承諾を得た）。調査時期は，2015 年 5 月中旬から 6 月中旬であり，一人あ













全調査対象者より音声録音の承諾を得た）。調査時期は，第 1 回目（当初面談後）は，2012 年 5 月下旬
～7月下旬であり，一人あたり 30分～45分であった。第 2回目（最終面談後）は，2013 年 3月上旬～4
月下旬であり，一人あたり 25分から 35分であった。この他，個人及びグループ面談（中間面談）の参
観，学校現場における参与観察を適宜行った。 










調査時期は，第 1回目（当初面談後）は，2013 年 7月下旬であり，一人あたり 30分～45分であった。
第 2回目（最終面談後）は，2014 年 2月下旬であり，一人あたり 30分～40分であった。この他，グル
ープ面談（中間面談）の参観，学校現場における参与観察を適宜行った。 
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